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貸 借 対 照 表 

（2021年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

預 け 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

製 品 

原 材 料 

未 成 工 事 支 出 金 

貯 蔵 品 

１年内回収予定の長期貸付金 

未 収 入 金 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

7,226,018 

286,751 

1,600,581 

60,953 

3,951,350 

147,860 

232,910 

437,715 

185,798 

197,981 

7,875 

14,321 

101,918 

19,967,200 

18,061,757 

2,906,035 

951,853 

6,861,631 

11,774 

315,872 

4,200,566 

1,864,957 

949,065 

189,632 

16,060 

69,831 

103,739 

1,715,811 

450,201 

614,180 

57,725 

27,950 

120,763 

318,593 

93,901 

32,495 

流 動 負 債 9,293,400 

支 払 手 形 3,157,166 

買 掛 金 2,577,420 

１年内返済予定の長期借入金 280,000 

リ ー ス 債 務 514,811 

未 払 金 1,244,244 

未 払 費 用 176,451 

未 払 法 人 税 等 425,607 

未 払 消 費 税 等 298,685 

預 り 金 32,286 

賞 与 引 当 金 472,298 

設 備 支 払 手 形 103,827 

資 産 除 去 債 務 10,600 

固 定 負 債 2,752,045 

長 期 借 入 金 420,000 

リ ー ス 債 務 1,578,518 

退 職 給 付 引 当 金 419,975 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 328,551 

預 り 保 証 金 5,000 

負 債 合 計 12,045,445 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 15,000,150 

資 本 金 1,619,440 

資 本 剰 余 金 117,319 

資 本 準 備 金 117,319 

利 益 剰 余 金 13,263,390 

利 益 準 備 金 404,860 

そ の 他 利 益 剰 余 金 12,858,530 

配 当 積 立 金 400,000 

土 地 圧 縮 積 立 金 66,686 

買換資産圧縮積立金 41,427 

別 途 積 立 金 3,900,000 

繰 越 利 益 剰 余 金 8,450,417 

評価・換算差額等 147,623 

その他有価証券評価差額金 147,623 

純 資 産 合 計 15,147,773 

資 産 合 計 27,193,218 負 債 及 び 純 資 産 合 計 27,193,218 



 

－  － 
 

(2) ／ 2021/06/09 11:16 (2021/06/04 16:35) ／ wp_21758708_01_ost岩谷瓦斯様_電子公告（決算）_P.docx 

2

 

損 益 計 算 書 

2020年４月１日から 
2021年３月31日まで 

（単位：千円） 
 

科 目 金 額 

売 上 高 38,327,532 38,327,532 

売 上 原 価 31,976,644 31,976,644 

売 上 総 利 益  6,350,888 

運 賃 1,937,479 1,937,479 

営 業 総 利 益  4,413,409 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,839,475 2,839,475 

営 業 利 益  1,573,934 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 25,517  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 212,547 238,065 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 43,940  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 32,084 76,025 

経 常 利 益  1,735,974 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 25,279 25,279 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,710,694 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 532,000  

法 人 税 等 調 整 額 91,079 623,079 

当 期 純 利 益  1,087,615 

 

(         ) 
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株主資本等変動計算書 

2020年４月１日から 
2021年３月31日まで 

（単位：千円） 
 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
資本剰余金 
合 計 

利益準備金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

配当積立金 
土 地 圧 縮 
積 立 金 

買 換 資 産 
圧縮積立金 

当 期 首 残 高 1,619,440 117,319 117,319 404,860 400,000 67,346 44,243 

事業年度中の変動額        

圧縮積立金の取崩し － － － － － △  660 △ 2,816 

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － － 

当 期 純 利 益 － － － － － － － 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

－ － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 － － － － － △  660 △ 2,816 

当 期 末 残 高 1,619,440 117,319 117,319 404,860 400,000 66,686 41,427 

 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 

利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 
合 計 

そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
利益剰余金 
合 計 別途積立金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 3,900,000 7,520,668 12,337,118 14,073,878 92,324 14,166,203 

事業年度中の変動額       

圧縮積立金の取崩し － 3,476 － － － － 

剰 余 金 の 配 当 － △ 161,344 △  161,344 △  161,344 － △  161,344 

当 期 純 利 益 － 1,087,615 1,087,615 1,087,615 － 1,087,615 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

－ － － － 55,298 55,298 

事業年度中の変動額合計 － 929,748 926,271 926,271 55,298 981,570 

当 期 末 残 高 3,900,000 8,450,417 13,263,390 15,000,150 147,623 15,147,773 

 

(         ) 
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個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続きは、次のとおりであります。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券                   

時 価 の あ る も の                  ……………決算期末日の市場価格に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理しております。なお、売却原

価は移動平均法により算定しております。） 

時 価 の な い も の                  ……………移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 ・ 原 材 料                  ………………移動平均法 

製       品………………総平均法 

未 成 工 事 支 出 金                  ………………個別法 

貯   蔵   品………………先入先出法 

たな卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産                  …………………定率法 

（リース資産を除く）      ただし、オンサイトプラント（需要家構内に設置しているガス製造設

備）に係る設備（主に機械及び装置）、一部ガス製造設備および1998年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法によっ

ております。 

無 形 固 定 資 産                  …………………定額法 

（リース資産を除く）      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

リ ー ス 資 産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

３．引当金の計上基準 

賞 与 引 当 金…………………従業員に対して支給する賞与に充当するため、支給見込額を計上してお

ります。 

退 職 給 付 引 当 金                  …………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度の末日において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。 

役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく事業年度末におけ

る要支給見込額を計上しております。 

環 境 対 策 引 当 金                  …………………ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分等に係る支出に備えるため、今後

発生すると見込まれる金額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりのリース料総額が3,000千円以下の

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．その他重要な会計処理 

消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

１．関係会社に対する 短 期 金 銭 債 権 3,531,018千円

 長 期 金 銭 債 権 15,750千円

 短 期 金 銭 債 務 1,179,927千円

２．有形固定資産の減価償却累計額   26,688,317千円

３．圧縮記帳額 

国庫補助金等による圧縮記帳額は414,498千円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しており

ます。 

なお、内訳は次のとおりです。 

 機 械 及 び 装 置 393,690千円

 構 築 物 18,789千円

 建 物 1,718千円

 工具、器具及び備品 299千円

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高   

 売 上 高 34,907,292千円

 仕 入 高 9,152,834千円

 その他の営業取引高 1,054,872千円

 営業取引以外の取引高 517,175千円

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末日の発行済株式の種類および総数 

普通株式 32,268,800株 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

 決 議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効 力 発 生 日 

 
2020年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 161,344千円 5.0円 2020年３月31日 2020年５月27日 

② 基準日が当事業年度中に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 決議予定 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効 力 発 生 日 

 
2021年６月17日 
定時株主総会 

普通株式 161,344千円 5.0円 2021年３月31日 2021年６月18日 

 

Ⅴ．金融商品に関する注記 

① 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、必要な資金は岩谷興産株式会社からの借入に

より資金を調達しております。 

受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。 
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② 金融商品の時価等に関する事項 

2021年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりであります。 

  貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額 

 (1) 受取手形 60,953 千円 60,953 千円 － 千円 

 (2) 売掛金 3,951,350 千円 3,951,350 千円 － 千円 

 (3) 支払手形 (3,157,166)千円 (3,157,166)千円 － 千円 

 (4) 買掛金 (2,577,420)千円 (2,577,420)千円 － 千円 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(1) 受取手形、(2) 売掛金、(3) 支払手形および(4) 買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、事務機器、車両等の一部については、リース契約により使用してお

ります。 

 

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記 
       （単位：千円）

 

 

種類 会社等の名称 
議 決 権 等 の 
所 有 割 合 
(被所有割合) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 岩 谷 産 業 株 式 会 社 (100.0％) 

高圧ガス等
の購入・販
売並びに設
備購入 
役員の兼任 

製･商品の販売 34,263,350 売掛金 3,394,713 

原材料･商品の購入 6,393,360 買掛金 712,098 

親会社の 
子会社 

岩 谷 興 産 株 式 会 社 － 

ファクタリ
ング・資金
調達・預け
金 
役員の兼任 

当社が有する債権
のファクタリング
に係る費用 

8,800 前払費用 － 

受取利息 1,129 預け金 1,600,581 

資金の返済(長期) 280,000 

長期 借入 金
(１年内返済
予定の長期借
入金を含む） 

700,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．当社の消費税等の処理方法は、税抜方式によっているため、取引金額には消費税等は含めておりませ

ん。 

２．取引条件につきましては、一般取引条件を勘案して決定しております。 

３．ファクタリング取引の取引条件につきましては、市場情勢を勘案して利率を決定しております。 
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Ⅷ．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産）  

 退職給付引当金  128,092千円

 未払事業税  25,925千円

 賞与引当金  144,051千円

 役員退職慰労引当金  100,208千円

 その他  75,895千円

 繰延税金資産小計  474,172千円

 評価性引当金  △58,116千円

 繰延税金資産合計  416,056千円

 （繰延税金負債）  

 その他有価証券評価差額金  50,017千円

 土地圧縮積立金  29,265千円

 買換資産圧縮積立金  18,180千円

 繰延税金負債合計  97,463千円

 （繰延税金資産の純額）  318,593千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目 

 法定実効税率  30.5％

 （調整）  

 交際費等永久に損金に算入されない項目  3.4％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.2％

 住民税均等割  2.5％

 その他  0.2％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率  36.4％

 

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記 
１．１ 株 当 た り 純 資 産 額   469円42銭

２．１ 株 当 た り 当 期 純 利 益   33円70銭

 

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 


